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１「株式会社」設立登記申請書

　　　　　　　　　　（取締役会を設置する株式会社）

　　　　　　　　　　　　　　　　



	（株）様式①　株式会社設立登記申請書様式
株式会社設立登記申請書

１、商　　号　　　　　　株式会社○○○○　　　　　　　　　　　　
１、本　　店　　　　　○○県○○（市）郡○○町○○番地、　　　　　　地番まで記入
１、登記の事由　　　　　平成　　年　　月　　日設立手続き終了　　　　 資本金払込完了日付
１、登記すべき事項　　　別紙OCR用申請用紙のとおり

１、課税標準額　　　　  　金　　　　　　 円　　　　　　　　　　　　　資本金の額記入
1、登録免許税            金　　　　　   円　　

定　款　　　　　　　　  　　　　　　1通　　

発起人同意書　　　　　　　　　　　　1通

設立時取締役、設立時監査役選任、及び本店所在地決議書　　　１通

（又は発起人会議議事録）　　  

　設立時代表取締役選任決議書　　　　　１通　　 

　設立時取締役、設立時代表取締役、及び設立時監査役の承認承諾書　役員の人数分　　  

　出資金払込証明書　　　　　　　　　　１通　　 

　資本金の計上に関する証明書　　　　　１通

　印鑑証明書　　　　　　　　　　　　　１通　　　　　代表取締役の印鑑証明書　　　　　　　　　　　

　委任状　　　　　　　　　　　　　　　１通　　　　　代理人に委任する場合に必要　　　　　　

　
　上記のとおり登記の申請をします。　　　　　　　　

　

　　　　

　　　　　平成　　年　　月　　日　　　　　　登記をする日（法人設立日となる
　　　

○○県○○（市）郡○○町○○番地、　　　　

申請人　株式会社○○○○　　

　　　

　　　　　　　　　　　○○県○○（市）郡○○町○○番地、　代表取締役の住所を記入　　

　　　　　　代表取締役　　　氏　　　名　　印 　 会社代表者印
○○地方法務局○○支局　御中

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　株－１

　（株）様式②　OCR用申請用紙記載例　　　　　　　　　　手書き可
　　　　　　　　　　
株 有 資 名 法 他
[（商号）○○○○]
　　頁　

１／１

「商号」　　　　株式会社○○○○　　　　　　　　　

「本店」　○○県○○（市）郡○○町○○番地 
「広告する方法｣　官報に掲載する方法による 

「目　 的」       　 定款に記載のとおりに記入                            

１、農業、林業の経営および経営相談　             　　

２、青果物、花卉、穀類等の生産､加工及び販売　　

　　　３、農産物等の輸送事業

４、農作業の請負に関する事業

５、前各号に付帯する一切の事業

「発行可能株式総数」　○○○株

｢発行済株式の総数｣　 ○○○株　　

　 「資本金の額」     　金○○○万円

　 「株式の譲渡制限の規定」 （記載例） 

     当会社の株式を譲渡により取得するには、株主総会の承認を受けなければならない。

「役員に関する事項」取締役の記入 

「資格」  取締役

   「氏名」　○○○○

   「役員に関する事項」

「資格」  取締役　

   「氏名」　○○○○

　 「役員に関する事項　代表取締役は取締役の最後にこのように記載　
    [資格」　代表取締役

　 「住所」　○○県○○（市）郡○○町○○番地

「氏名」　○○○○
「役員に関する事項」監査役の記入　　　　　　　　　　　　訂正ある場合
訂正印

申請人

「資格」  監査役　

「氏名」　○○○○　　　　　　　　　　　　　　　 

   「登記に関する事項」設立と記入  　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　設立　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請人蘭は代表取締役（社印）押印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　株－２

2　　設立登記申請書添付書類
　　　　　　　　　　　　　　　　　
(取締役会を設置する株式会社の定款)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　株式会社　○○　定款　
　　
　　　　　　　　　　　　　　　第１章　　総　　則
（商号） 
　第１条 　当会社は，株式会社○○と称する。 
（目的） 
　第２条 　当会社は，次の事業を営むことを目的とする。 
　　１  　農業経営
　　２　　農業経営コンサルティング　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　３　　青果物、花卉、穀物類、畜産物等の農産物の生産
　　４ 　 農産物の加工品製造販売
　　５　　農産物直売所の経営、農産物、食料品、土産品等の委託販売
　　６ 　 農家食堂の経営
　　７ 　 農業観光、グリーンツーリズム、オーナー等に関する事業
　　８　　農地の保全管理、農作業等の請負、農作業ポート
　　９　　生産、出荷資材、種苗等の販売事業
　１０　　多目的交流施設、道の駅施設の管理委託
　１１　　消費者、異業種、福祉施設、学校等との交流等の事業
　１２　　食育・体験農業事業、市民農園等の推進事業
　１３　　前各号に付帯する一切の事業　　
　（本店の所在地） 
　第３条 　当会社は、本店を○○県○○市（○○町、○○村）　に置く。 
　（公告の方法） 
　第４条  当会社の公告方法は、官報に掲載する方法とする。 　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　（機関の設置） 
　第５条 　当会社は株主総会、取締役のほか、取締役会、監査役を置く。

　　　　　　　　　　　　　　　　　第２章　株　式
　（発行可能株式総数） 
　第６条 　当会社の株式発行可能数は，○○○株とする。 
　
株－3

（株式の譲渡制限） 
　第７条  会社の株式を譲渡により取得するには、取締役会の承認を受けなければならない。
　　　　  ただし、株主間の譲渡は、承認のあったものとみなす。 
　   ２　　前項の承認を行わない場合、代表取締役は、指定買取人を指定することができる。                    
　　  ３　  相続その他一般承継により当会社の株式を取得した者に対し、当該株式を当会社に売り渡すこ 
         とを請求することができる。
　（株券の不発行） 
　第８条 当会社の発行する株式については，株券を発行しないものとする。                                                                       
　（株主の住所等の届出等） 
　第９条 当会社の株主、登録株式質権者又は法定代理人若しくは法人の代表者は、当会社所定の書式 　   　　
      により、その氏名又は名称及び住所並びに印鑑を当会社に届出なければならない。届出事項に変　　
　　　更が生じたときも同様とする。当会社に提出する書類には、届出た印鑑を用いなければならない。 
　（基準日） 
　第1０条 　当会社は，毎事業年度末日の最終の株主名簿に記載された議決権を有する株主をもって， 
      その事業年度に関する定時株主総会において権利を行使できる株主とする。 
　　２  前項のほか，株主又は登録株式質権者として権利を行使することができる者を確定するために必　
　　　要がある時は，取締役会の決議により臨時に基準日を定めることができる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第３章　株　主　総　会
　（株主総会の決議事項）
第１１条　株主総会は、会社法に規定する事項及び株式会社の組織、運営、管理その他株式会社に関　　
       する一切の事項について決議することができる。
（株主総会の決議の方法） 
第1２条   株主総会の決議は，定款に別段の定めがある場合を除き，議決権を行使することができる株
        主の議決権の過半数を有する株主が出席し、出席した当該株主の議決権の過半数をもって行う。
　 ２　 会社法３０９条第２項に定める決議は、決議権を行使することができる株主の議決権の過半数を　
       有する株主が出席し、出席した株主の議決権の３分の２以上に当たる多数をもって行う。 

（株主総会の議決権の代理行使）
第１３条　株主又はその法定代理人は、当会社の議決権を有する株主１名又は親族を代理人として、  　 
        議決権を行使することができる。ただし、この場合には、株主総会ごとに代理権を証する書面 
        を提出しなければならない。
   ２　 前項の代理人は、当会社の議決権を有する株主に限るものとし、かつ２人以上の代理人を選任　　 　   
        することはできない。
                                                      

株－4

（株主総会の招集） 
第1４条  定時株主総会は，毎事業年度終了後の翌日から３ヶ月以内に招集し，臨時株主総会は，必要に
応じて随時招集する。 

　（株主総会の招集権者及び議長） 
第1５条 当会社の株主総会は，法令の別段の定めがある場合を除き、代表取締役社長が招集する。　
     　ただし、代表取締役社長に事故があるときは、あらかじめ取締役会の決議をもって定めた順序
    　　により、他の取締役が招集する。
   ２　 株主総会においては、代表取締役が議長となる。ただし、代表取締役社長に事故があるときは  
   　 あらかじめ取締役会の決議をもって定めた順序により、他の取締役が議長となる。取締役全員に　
      事故があるときは、株主総会において出席株主のうちから議長を選出する。

（株主総会の招集通知）
第１６条 株主総会を招集するには，会社法２９８条第１項第３号又は第４号に掲げる事項を定めた場合 
     　 を除き、 株主総会の日の１週間前までに、議決権を行使することができる株主に対して招集通 
    　  知を発するものとする。
　　２  前項の招集通知は、会社法２９８条第１項第３号又は第４号に掲げる事項を定めた場合を除き、  
      書面ですることを要しない。 

（株主総会の招集手続きの省略）
第１７条　株主総会は、その総会において、議決権を行使することができる株主全員の同意があるとき
        は、会社法第２９８条第１項第３号又は４号に掲げる事項を定めた場合を除き、招集手続きを経
        ずに招集することができる。

（株主総会の決議の省略）
第１８条　株主総会の決議の目的たる事項について、取締役又は株主から提案があった場合において、
    　 その事項につき議決権を行使することができるすべての株主が、書面又は電磁的記録によりそ 
       の提案に同意したときは、その提案を可決する旨の株主総会の議決があったものとみなす。
　　２　　前項の場合は、株主総会の議決があったものとみなされた日から、１０年間同項の書面または
       電磁的記録を、当該会社の本店に備え置くものとする。
(株主総会の報告)
第１９条　取締役が、株主の全員に対して株主総会に報告をすべき事項を通知した場合において、当該  
　　　　　事項を株主総会に報告することを要しないことにつき株主の全員が書面又は電磁的記録により　
        同意の意思表示をしたときは、当該事項の株主総会への報告があったものとみなす。
                                        

株－5
(株主総会の議事録)
第２０条　株主総会の議事については、会社法施行規則第７２条の定めるところにより、議事の経過の
        要領及びその結果を記載又は記録した議事録を作成し、議長及び出席取締役が記名押印、又
       は署名して１０年間本店に備え置くものとする。
　第４章　取　締　役　会、　監　査　役
（取締役の員数） 
第２１条 当会社の取締役は○人以内とする。 
（取締役の選任・解任の方法） 
第２２条 当会社の取締役の選任及び解任は、株主総会において議決権を行使することができる株主 
       の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し，出席した当該株主の議決権の過半数をもって  
       行う。 
(取締役の資格)
第２３条 当会社の取締役は、当会社の株主の中から選任する。ただし、必要があるときは、議決権を
       行使することのできる株主の議決権の過半数をもって、株主以外の者から選任することを妨げ
       ない。
（取締役の任期） 
第２４条  取締役の任期は，選任後　○年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株
      　主総会の集結時までとする。 
   ２   任期満了前に退任した取締役の補欠として、又は増員により選任された取締役の任期は、前任  
      者又は他の在任取締役の任期の残任期間と同一とする。                                 
(代表取締役及び社長)
第２５条　取締役会の決議で、会社の代表取締役１名を定める。
   ２　代表取締役を社長とし、当会社の業務を統括する。
(取締役会の招集)
第２６条　取締役会は社長が招集する。社長に事故あるときは、他の取締役が予め定めた順序によ　
　　　　　　り、社長に代わって招集する
　　２　取締役会の招集通知は、各取締役及び監査役に対して会日の１週間前までに発する。
　　　　ただし、緊急を要する場合は更に短縮することができる。
　　３　取締役会は、取締役及び監査役の全員の同意があるときは、招集の手続きを経ることなく開催　
      することができる。
(決議の方法)
第２７条　取締役会の決議は、議決に加わることのできる取締役の過半数が出席し、その過半数をもっ　　
　　　  て行う。
                                             株－6

（取締役会の決議等の省略）
第２８条　取締役が取締役会の決議の目的である事項について提案をした場合において当該提案に　
       つき取締役（当該事項について議決に加わることができるものに限る）の全員が書面又は電磁 
       的記録により同意の意思表示をしたときは、当該提案を可決する旨の取締役会があったものと
　　　　　みなす。ただし、監査役が異議を述べたときは、この限りでない。
　　２  取締役又は監査役が取り締役及び監査役の全員に対して取締役会に報告する事項(ただし、会
    　 社法第３６３条第２項の規程により報告すべき事項を除く。)を通知したときは、当該事項を取締　　
       役会へ報告することを要しない。
(取締役会議事録)
第２９条　取締役会の議事については、法務省令の定めるところにより議事録を作成し、出席した取締 
       役及び監査役がこれに署名若しくは記名押印又は電子署名を行う。
(取締役規程)
第３０条　取締役会に関する事項は、法令又は本定款のほか、取締役会において定める取締役規程  
       によるものとする。
（監査役員数）
第３１条　当会社の監査役は○名とする。
（選任及び解任の方法）
第３２条　監査役の選任は、株主総会において、議決権を行使することのできる株主の議決権の３分
        の１以上を有する株主が出席し、出席した当該株主の過半数の決議をもって行う。
　　２　　監査役の解任は、株主総会において、議決権を行使することのできる株主の議決権の過半数を
    　　有する株主が出席し、出席した当該株主の３分の２以上に当たる多数をもって行う。
（任期）
第３３条　監査役の任期は、選任後○年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株
        主総会の集結の時までとする。
　　２　　任期満了前に退任した監査役の補欠として選任された監査役の任期は、その前任の監査役の
        任期の満了すべき時までとする。
（報酬規定）
第３４条　取締役の報酬、賞与その他職務執行の対価として当会社から受け取る財産上の利益は、株   
        主総会の決議によって定める。
                                  第５章　計　　算
（剰余金の配当及び除斥期間） 
第３５条 　剰余金の配当は，毎事業年度末日現在における最終の株主名簿に記載又は記録された株
　　　　　主、登録株式質権者に対して行う。
　　                                         株－7
２　 剰余金の配当は、支払いの開始の日から満３年を経過しても受領されない場合は、当会社は
    　 その支払いの義務を免れるものとする。未払いの余剰金の配当には、利息を付けないものとす　　
　　　 　る。 
（事業年度） 
　第３６条 　当会社の事業年度は，毎年○月○日から翌年○月末日までとする。 
 

　　　　　　　　　　　　　　　　 第６章　附　則
　（設立に際して出資される財産の価額、発行する株式の総数及びその発行価額） 
　第３７条 　当会社の設立に際して出資される財産の価額、発行する株式の総数及びその発行価額は　　　
　　　　　　　次のとおりである。 
　　　　　　　出資される財産の価額　　　　　金　　○○　万円

　　　　　　　発行する株式の総数　　　　　　　　　○○　　株

　　　　　　　発行価額（１株につき）　　　　　　　○○　万円

（資本金）

第３８条　　当会社の設立時資本金は、金○○万円とする。
（設立時取締役及び代表取締役、監査役）

第３９条　　当会社の設立時の取締役及び代表取締役、監査役は次のとおりである。

　　　　　　　　　　

　　　　　　 設立時取締役　　　　　　　氏名

　設立時取締役　　　　　　　氏名

　           設立時取締役　　　　　　　氏名

設立時代表取締役　　　　  氏名

　

設立時監査役　　　　　　　氏名

設立時監査役　　　　　　　氏名

  株－8

（最初の事業年度）

第４０条　　当会社の最初の事業年度は、当会社の設立の日から平成○○年○○月○○日までとする。

（発起人の氏名及び住所、発起人が割り当てを受ける設立時発行株式の数及び設立時発行株式と引き
換えに払い込む金銭の額）

第４１条　　当会社の発起人の氏名又は名称及び住所、発起人が割り当てを受ける設立時発行株式の
数及び設立時発行株式と引き換えに払い込む金銭の額（現物出資）は次のとおりである。

          住所

　　　　　　　　氏名

　　　　　　　　割当てを受ける株式の数　　　　　　　　　　　　　　　　　株

　　　　　　　　払い込む金銭の額　　　　　　　　　　　金　　　　　　　万円

住所

　　　　　　　　氏名

　　　　　　　　割当てを受ける株式の数　　　　　　　　　　　　　　　　　株

　　　　　　　　払い込む金銭の額　　　　　　　　　　　金　　　　　　　万円

住所

　　　　　　　　氏名

　　　　　　　　割当てを受ける株式の数　　　　　　　　　　　　　　　　　株

　　　　　　　　払い込む金銭の額　　　　　　　　　　　金　　　　　　　万円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以下同様に全員記載
（定款に定めない事項）

第４２条　　本定款に定めない事項は、すべて会社法その他の法令の定めるところによる。
　　　　　以上、株式会社「　○　○　○」を設立するため、この定款を作成し、発起人全員が次に記名、 
          押印する。
　　　　　　　　
　　　　　　　　平成○年○月○日


発起人　　　住所
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印　　
　　　　　　

発起人　　　住所
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　以下同様に全員記載

　株－9

　（株）様式③　設立時発行株式に関する発起人の同意書の様式

　　　　　　　　　　　　　　同　　意　　書

本日発起人全員の同意をもって、会社が設立の際に発行する株式に関する事項を

次のように定める。

1、 発起人○○○○が割り当てを受けるべき株式の数及び払い込むべき金額

株式会社○○○○　　　　　　　　　　　普通株式○○○株

　　株式と引き替えに払い込む金額　　　　　金　○○○　万円

１、発起人○○○○が割り当てを受けるべき株式の数及び払い込むべき金額

株式会社○○○○　　　　　　　　　　　普通株式○○○株

　　株式と引き替えに払い込む金額　　　　　金　○○○　万円

１、発起人○○○○が割り当てを受けるべき株式の数及び払い込むべき金額

株式会社○○○○　　　　　　　　　　　普通株式○○○株

　　株式と引き替えに払い込む金額　　　　　金　○○○　万円

上記事項を証するため、発起人全員が記名押印する。

　平成　年　月　日

　　　　株式会社○○○○

　　　　　　　　　（発起人住所）

　　　　　　　　　（発起人氏名）　　　　　印

以下発起人住所氏名全員記入し実印押印
株－１０
　　　　　                                　
 （株）様式④　設立時取締役、設立時監査役、本店所在地決議書の様式
設立時取締役、設立時監査役、本店所在地決議書
平成　○年　○月○日　株式会社創立事務所において発起人全員出席し（又は議決権の過半数を有する発起人が出席し）その全員の一致の決議により設立時取締役、設立時監査役および本店所在地を次のとおり選任、決定した。なお、被選任者は即時その就任を承諾した。

設立時取締役　　○○○○、　○○○○、　○○○○、
設立時監査役　　○○○○、

本　　　店　　  ○県○市○町○大字○番地

上記決定事項を証するため、発起人全員（又は出席した発起人）、設立時取締役および設立時監査役は、次のとおり記名（又は署名）押印する。

　　　　

　　　　　　平成○年○月○日

　　　　　　　　株式会社○○○○

発　起　人　　　  ○○○○　　　 印


発　起　人　　  　○○○○　　 　印


設立時取締役   ○○○○　　　 印


同　　　　     ○○○○　   印　　


設立時監査役   ○○○○　　  印


                                                 （実印を押印）
（複数ページになる場合は各ページの綴り目に契印する）
株－１1
（株）様式⑤　発起人会議議事録様式　　　　　　印　　印　　印・・・・・出席した発起人全員の捨印
　　　　　　　　　　　　　　　　　発　起　人　会　議　事　録　　

　　　平成　○年　○月○日　○時○県○市○町○大字○番地の当会社創立事務所において、発起人○名中全員が出席し、発起人会を開催した。
　　　定刻、発起人総代○○は、選ばれて議長となり、開会を宣言し、直ちに議事に入った。

　

第１号議案  設立時取締役、設立時監査役選任の件

　　　　　　　　  　議長は、発起人○○に設立時取締役、設立時監査役選任案の説明を求めた。

　　　　　　　　　発起人○○から、別紙による説明があり、議長より本件について選任案の賛否を諮ったところ、全員一致をもって、下記のとおり設立時取締役及び設立時監査役を決定した。

なお、被選任者は即時その就任を承諾した。

設立時取締役　　○○○○、　○○○○、　○○○○、
設立時監査役　　○○○○、

 　　第２号議案　本店所在場所の決定の件

　　　　　　　　　議長は、当会社の本店について、定款（案）第３条によると、○市に置くとあるが、その所在場所を何処にすべきか諮ったところ、全員一致をもって、下記の場所に決定した。

本店所在地　　 ○県○市○町○大字○番地

第３号議案　払込みを取扱う金融機関及び取扱い場所並びに払込み方法決定の件

　        議長は、払込みを取扱う金融機関及び取扱い場所、払込み方法を決定したい旨を述べ、その決定方法を諮ったところ、発起人から議長に一任したいとの発言があり、一同これを承認したので、議長は、下記を提案しその賛否を諮ったところ、満場一致をもって、これを承認可決した。

取扱場所　　　○県○市○町○大字○番地　

名　　　称　　　○○○○　○○支店

払込み方法　　発起人代表者の預金通帳に対して振り込む。

         以上をもって本発起人会の議案全部を終了したので、○時○分、議長は閉会を宣言した。

　　　　　 上記決議を明確にするため､この議事録をつくり、発起人全員が記名押印する。

平成○年○月○日

　株式会社○○○

　　発　起　人　　　  ○○○○　　　印　　　　発　起　人　　　  ○○○○　　　印

　　発　起　人　　　  ○○○○　　　印　　　　発　起　人　　　  ○○○○　　　印

（実印を押印）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

株－１２

（株）様式－⑥　設立時代表取締役選任決議書様式
　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　設立時代表取締役選任決議書

　平成　○年　○月○日　株式会社○○○○創立事務所において、設立時取締役全員出席し、その全員の一致の決議により次のように設立時代表取締役を選任した。

なお、被選任者は即時その就任を承諾した。

設立時代表取締役　（住所）　○県○市○町○大字○番地

(氏名)　○○○○、

　

　　　　　　上記設立時代表取締役の選定を証するため、設立時取締役全員は、次のとおり記名押印する。

　　　　

　　　　　　平成○年○月○日

　　　　　　　　株式会社○○○○

　　　　　　　　　　　　　　　　　　設立時取締役　　  ○○○○　　　印

同 　　　　　　　 ○○○○　　　印

同           ○○○○    印        　　

同 　　　　　　　 ○○○○　　　印

 （実印を押印）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　株－１３　

	（株）様式⑦－１　就任承諾書の様式（取締役）　　印　　捨印押印
　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　就　任　承　諾　書

　私は、平成　○年　○月　○日、　貴社の設立時取締役に選任されたので、

その就任を承諾します。

平成○年○月○日

　（住所）　○県○市○町○大字○番地

(氏名)　　○○○○　印　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（実印を押印）
　

　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　

　　　　　　　　　　　　　　株式会社○○○○　御中

　　　　　　　　　　　　　　　　        　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　株－１４　

（株）様式⑦－２　就任承諾書の様式（代表取締役）　　印　　捨印押印
　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　就　任　承　諾　書

　私は、平成　○年　○月　○日、　貴社の設立時代表取締役に選任されたので、

その就任を承諾します。

平成○年○月○日

　（住所）　○県○市○町○大字○番地

(氏名)　　○○○○　印　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（実印を押印）
　

　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　

　　　　　　　　　　　　　　株式会社○○○○　御中

　　　　　　　　　　　　　　　　        　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　株－１５
（株）様式⑦－３　就任承諾書の様式（鑑査役）　　印　　捨印押印
　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　就　任　承　諾　書

　私は、平成　○年　○月　○日、　貴社の設立時鑑査役に選任されたので、

その就任を承諾します。

平成○年○月○日

　（住所）　○県○市○町○大字○番地

(氏名)　　○○○○　印　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（実印を押印）
　

　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　

　　　　　　　　　　　　　　株式会社○○○○　御中

　　　　　　　　　　　　　　　　        　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　株－１６
（株）様式⑧－１　資本金払込み証明書　　　　　　　　　　　代表印捨印
　　　　　　　　　　　　　　　　証　　明　　書

　　　　　当会社の設立時発行株式については、以下のとおり全額の払い込みがあったことを
証明します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　設立時発行株式数　　　　　　　　　　　 ○○　株

　　　　　　　　払込みを受けた金額　　　　　　　　金　○○万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成○年○月○日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　株式会社　○○○　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　設立時代表取締役　　○○○○　　印　
　代表者印
                                       株－１７

（株）様式⑧－２　資本金の計上に関する証明書様式　　　　　　　　　　　　　代表印捨印
　　　　　　　　　　　　　　　資本金の計上に関する証明書

　　　　　①　　払い込みを受けた金額（会社計算規則第74条第1項第1号イ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　万円

2 資本金及び資本準備金の額として計上すべき額から減ずるべき額と定めた額

（会社計算規則第74条第1項第2号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　万円
　　　　　　　　

③　資本金等限度額　　（①－②）

　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　万円
                                           平成○年○月○日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　株式会社　○○○　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　設立時代表取締役　　○○○○　　印　
　代表者印
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　株－１８


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　
